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2015 年度秋季人権週間プログラム講演会

日時：2015 年 11 月 20 日（金）　18：30 ～ 20：30
会場：立教大学　池袋キャンパス　8304 教室

『労働ルールと対処法─あなたのアルバイト先・
就職先は大丈夫？─』
講師　川人　博 氏（過労死弁護団全国連絡会議幹事長・弁護士）
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【学生２名によるアルバイト事例報告】
○司会　まず最初に、２人の学生に実際に自分の経

験したアルバイト体験を話してもらいます。その後

に、川人先生にご講演いただきます。そして、質疑

応答の時間を若干設けたいと思っております。

○学生Ａさん　【個別指導塾の例】

　私は法学部３年の学生です。本日は私のアルバイ

ト経験ということで、全６点についてお話をさせて

いただきます。１点目：私のアルバイトの職歴、２

点目：具体的にどのような仕事をしているのか、３

点目：職場環境、４点目：私自身の今回問題として

取り上げる昨年度の 11月の勤務状況、５点目：１

点目から４点目までお話をすると、「では、どうし

てきみは辞めなかったのだろう」という疑問が皆さ

んの中で生じると思いますので、なぜ辞めなかった

のか、その理由、６点目：簡単なまとめ。この１点

目から６点目までをお話しさせていただきたいと思

います。

　１点目の私の職歴です。私は、１年生のころは飲

食店に勤務しておりました。そして、１年生から現

在も続けていますが、個別指導塾でアルバイトをし

ております。本日お話ししたい内容は、２つ目の個

別指導塾の講師のアルバイトについてです。

　２点目の個別指導塾でのアルバイトの具体的な業

務内容ですが、１つ目は当然ですが、授業を実施す

ることで、80分１コマになっています。塾講師の

アルバイトをされている方は経験があると思います

が、２つ目は報告書の作成で、「今日はこういう内

容を扱いました、宿題としてこういうことを出しま

した、生徒の理解度の様子は、あまり理解ができて

いないようです」といった簡単な報告書の記入が業

務内容に入っています。

　３つ目に、システム入力があります。私の友人に

聞いたところ、導入していない塾ではその業務はな

いのですけれども、この業務のある塾も多いようで

す。システム入力の内容ですが、例えば、本日でし

たら１限目に行って、私が、例えば山田さんという

生徒さんの授業をしましたということをシステム

に、名前と場所を打ち込むという内容で、毎月 25

日までに翌月分、つまり、11月 25 日までに 12月

分の予定を全て入力するというのが規定になってい

ますが、正直、講師の負担が重くてできていないと

いうのが現状です。

　４つ目ですが、面談の実施があります。春期講習

や夏期講習で、面談の際に講師がコマ数の提案を保

護者の方にします。そして、面談を実施する際に必

要なカリキュラムの作成も講師の仕事となっていま

す。

　５つ目ですが、正社員がほとんどいなくて、学生

の講師が保護者との電話対応や外部の方の電話対応

もすることになっています。

　最後に、授業終了後、何年生の何々君はこういう

ことをしました、テストの点数大丈夫かな、そのよ

うな話をする終礼への参加が義務づけられていま

す。

　３点目の職場環境についてお話します。私の塾に

は社員が教室長と副教室長の２人しかいません。た

まに、２人とも同時にお休みをされることもありま

して、講師だけで教室運営をすることもあります。

給与形態は、１コマ当たり 80分という時間だけで

だいたい基本収入になっています。先ほどお伝えし

たカリキュラムの作成ですが、例えば、１枚つくる

のにすごく丁寧にやって、１時間かけても１枚当た

りの給料は 100円しか出ません。講師の中には、ア

イデアを出すのに時間がかかってしまい、１枚に１
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時間以上かけているのに 100 円しかもらえないと

いう人もいます。

　４点目の勤務状況ですが、私がこの塾講師で、ど

の時期が一番きつかったかというのを思い返してみ

ますと、昨年の 11月でした。昨年 11月は、土曜、

日曜も含めて 21日連続出勤していました。という

のも、月曜日から土曜日は、通常どおりに授業があっ

て、日曜日に秋のイベントのような理社科目の授業

があり、休みがとれませんでした。当時、大学の授

業が少し眠くなってしまったりなど、自分の生活に

影響が出ましたが、なかなか代理の講師が見つから

ないし、生徒に代わりの先生では申しわけないなと

いう気持ちから、どうしても休むことができません

でした。

　５点目になりますが、ここまで私がお話してき

たところで、皆さんは、「じゃあ、何で辞めないの。

そんなにきついんだったら、ほかのアルバイトを探

して、もっと普通に自分の時間を作ったほうがいい

んじゃないの」と思われるかもしれません。でも、

塾講師は、どうしても辞められないアルバイトの１

つと学生は考えています。理由は、３点あると思い

ます。１番目が一番強いと思いますが、「自分が担

当している生徒がいるから」。自分の担当として面

談をしたり、テスト前に話をしたりする等、普段か

ら会話をしているという点です。普段接しているこ

とで、生徒への愛着が生まれてきますので、なかな

か辞められなくなってしまいます。私のアルバイト

先には引っ越しをして勤務先まで１時間かかること

になったけれども、「（生徒の）○○ちゃんが勉強で

頑張っているから辞められない」という講師もいま

した。塾講師は、ブラックとよく言われていますが、

それでも働き続けるのは生徒がいるからという点が

一番強いのではないかと感じています。

　２つ目は、これも辞められない理由の典型ですが、

新しいアルバイトの面接を受けて、履歴書を書いて

というのは手間がかかることから、今のアルバイト

で我慢しようということが考えられます。

　３つ目ですが、塾講師というと大学生のアルバイ

トしかいないので、上下関係があり、先輩にお世話

になったという点も、私が辞めなかった一因ではな

いかと考えています。

　最後にまとめですが、１つ目、現在「アルバイト

をしている方へ」の僕の気持ちを述べます。まず、「休

みたいときに確実に休めますか」ということです。

私の塾も形式上は休もうと思えばいくらでも休める

ことにはなっていますが、いかんせん講師が足りな

いので、どうしても自分が出なければいけないとこ

ろがあって、休めなかったと思います。２つ目に、

給与形態が明確であるかを確認してほしいと思いま

す。それはなぜかと申しますと、私は塾に勤務して

３年目になりますが、最初にアルバイトをする際に

渡されるべき雇用通知書を、私がもらったのは今年

の４月か５月です。それまでは、１コマ幾らという

口頭のもので、書類はもらえませんでした。アルバ

イトを始めたり、また変える際は、給与形態がどう

なっているのかまで目を配るといいと思います。

　友人や家族で、いわゆるブラックバイトと呼ばれ

るアルバイトをしている方がいる場合、率直に「辞

めなさい」と言うと、プレッシャーになってしまう

と思うので、まずは素直に、その人のお話を聞いて

あげてほしいと思います。私個人の経験ですが、こ

ういうことがあってということを、誰かほかの人に

話すだけでも、気持ちが楽になると思います。ぜひ

話を聞いてあげていただきたいと思います。

　しかし、状況を見ていて、本人がすごく暗くて、

病気にもつながるのではないかという場合は、「辞

めるべきだ」と言うのも１つの方法ではないかと思

います。ただ、「辞めるべきだ」と伝えても、現実

的には、生徒に愛着がある、先輩にお世話になって

いるなどの理由で辞められないことがあります。辞

められない人はたくさんいて、このアルバイトはブ

ラックだなと思っても、いろいろな事情があって辞

められない。最後に、辞めたいけれども辞められな

い場合はどうしたらよいのでしょうかという問題提

起をして、私のプレゼンを終わらせていただきたい

と思います。
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○学生Ｂさん　【飲食店チェーン（フランチャイズ）

の例】

　私も法学部３年の学生です。私もいわゆるブラッ

クバイトを経験して、結構きつかったのですが、３

年生になって労働法のゼミに所属して学んで、今思

うことがたくさんあるので、本日はその経験につい

てお話ししたいと思います。

　私は、高校３年生から去年の 11月ぐらいまで２

年間、某喫茶店チェーン店で働いていました。私は

本部の直営とは異なるフランチャイズ形態の個人経

営のお店で働いていました。

　フランチャイズ形態を説明しますと、「ブランド

による商品商号での販売を画一的に全国展開した事

業形態のことで、本部が加盟店に店の方針やノウハ

ウを提供して営業を行わせて、加盟店が本部に、指

導料やチャージを払う契約を結ぶこと」で、そのお

店、ブランドの全国展開を狙うという感じになって

います。例えば、大手コンビニチェーン、家電量販

店、私が働いていた飲食店などがその例になります。

　これは、ブランドのお店の利益だけではなくて、

個人経営をしたいというお店がブランドを借りて自

分が儲けたいというところもあって、特に私の働い

ている店は、オーナーとマネジャーとその二人の娘

さんが店長で、その店長とマネジャーがそのお店の

社員だったんですね。だから、そのお店の個人的な

環境が本部とは全く違い、オーナーとマネージャー

の家庭環境での影響がすごく強くて、強いられるよ

うな環境で働いていました。

　私が高校３年生のときに一番最初にもらった就業

規則ですが、退職の部分に「退職の申告は少なくと

も２カ月前までとする。これを厳守できない場合は

減給の対象とする」と書いてあって、その括弧書き

に「研修期間含む。退職の申告より最低２カ月間は

契約時の申告日に進んでシフトに入っていただきま

す」と書いてあって、高校３年生であまり労働法も

わからないし、その場で「これにサインして」と言

われて渡された紙を、私はあまり熟読できずに、安

易にサインしてしまったわけです。後々労働法を学

ぶことになって、アルバイトは 14日以上前に申告

していたら辞められる、という労働基準法があっ

て、それを先に知っていればなと思うこともありま

した。「最低２カ月間は…」という、ここが全然労

働法とリンクしていなくて、今思えば結構ひどかっ

たなと心に引っかかります。

　私が実際に受けた被害というか、そのお店のきつ

かったところですが、飲食店は結構ミスが多くて、

お客様とのコミュニケーションの間でミスドリン

ク、ミスフード（注文を間違えて作ってしまった飲

食物）があった場合、それは全て自分で買い取る。

私がミスしたら私が買い取るし、後輩がミスしたら

後輩が買い取る、そのような感じで、その後、会計

点検で現金の額に差があった場合も、自分でそのマ

イナス分のお金を補てんする。仕込みの量を、例え

ば、売れそうだから今日はこれを仕込もうと思って

も、それを見誤ってしまった場合は、その廃棄になっ

た分も自分で計算して買い取る、発注者のミスも同

じように買い取る。お金に厳しくて、お給料も神奈

川県の最低賃金で働かされていました。「これら全

部あなたの責任だから」、「自分の自覚だから」と言

われて、買い取るわけですが、お金を出すことが嫌

だったということよりも、私が頑張っていた分、認

められたいという気持ちが強くて、一生懸命働いて

いました。２年間最後まで働きたかったのですが、

本当にきつくて、また、店長と合わなくて、自分で

自分を責めることにもう耐えきれなくなって、心が

病んでしまって、退職という形になりました。

　私が退職するにあたって少し引っかかるところ

は、最後のお給料が１万円以上少なく振り込まれて

いて、それはなぜなのかと考えたときに、就業規則

に「退職の申告は少なくとも２カ月前までとする。

これを厳守できない場合は減給の対象とする」と

なっていて、そこに該当したのだと思います。た

だ、どれくらい前に申告できない場合はどれくらい

減給、などとは何も書いていなかったので、どうい

う計算になっているのか確かめたくて、給与明細を

いただきたかったのですが、私は病院で診断を受け
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て、それをもってその日中に退職しました。２カ月

前までに退職を申告した後に働くのは、私は心（こ

ころ）的に苦しいものがあるし、いじめられるのも

わかっていたので、申告したその日中に退職する方

法は何かと考えたときの最後の策が病院で診断書を

書いてもらって提出することでした。そのような形

だったので、退職後に給与明細だけもらいに顔を出

すことも無理だったので、いまだに受け取っていま

せん。１万円少なかったのが嫌というよりも、自分

がそれだけ苦しい環境で働いていたのにきちんとお

金をもらえなかったというのがショックでした。

　私はその後、同じチェーン店の本部直営のお店で、

２年というキャリアを生かして再び勤務しました

が、そこでは全然違っていて、ミスドリンクをつくっ

ても、「それはいい経験になったね」ということで

認められるし、店長のアフターケアもすごく充実し

ていて、とても働きやすかったです。「私がいない

とこの店回らないから」と思う気持ちもなく、あく

までも私は雇われているアルバイトの一人だという

ことが実感されて、いい意味で、「所詮アルバイト

なんだな」と感じることができました。

　今でも「あのとき私はもっと頑張れたんじゃない

かな」と自分を責めることがあって、現在３年生で、

来年４年生で就職活動をしますが、あのとき失った

自信、あのとき自分を許せなかった気持ち、嫌悪感

から立ち直れたとは言えなくてトラウマになってい

ます。今後の就職活動が本当に不安です。ですから、

もっと早く労働法に出会っていればよかったなと思

います。以上です。

【川人博氏講演　第１部『ブラックバイトの問
題について』】
○川人　私の話は２つで、まず初めに、今のブラッ

クバイトの問題について、その後、第２部として、

これから就職活動をしていく上での留意点、心構え、

そういう意味で、特に私が専門的に行っている過労

死の問題を中心にお話をしたいと思っています。

　先日、厚生労働省が、いわゆるブラックバイトに

ついての 1,000 人調査の結果を発表しました。全体

については厚労省のホームページから全文取れます

ので、勉強してもらいたいと思います。この中で学

生アルバイト 48％がトラブルになっているという

ことで報じられております。朝日新聞の記事ですけ

れども、シフト変更その他、さまざまな問題につい

ての実態が浮き出ております。

　幾つか特徴的な点について紹介しますと、この

アンケートで多いのは以下にある職種ですね。「コ

ンビニエンスストア 15.5％」、「学習塾（個別指導）

14.5％」、「スーパーマーケット 11.4％」、「居酒屋

11.3％」。おそらく皆さんもこういうところが多い

かと思います。労働条件の問題について、書面で当

初示されていない。何時から何時まで働く、賃金は

幾ら、そういうことが書面で示されていないという

のが半分以上を占めます。口頭ですら説明を受けて

いないというのが 19％。特にどういう問題があっ

たかについて、多かった項目について挙げます。ま

ず、賃金に関係しては、準備や後片づけの時間に対

するものです。先ほどの学生さんの事例で、学習塾

の準備はこういう問題の範疇に入るかと思います。

それから、６時間を超えても休憩時間がなかった。

あるいは、タイムカードを押した後、さらに働かさ

れる。それから、深夜。深夜というのは、法律上は

夜 10時から朝５時までのことを言いますが、その

分は普通の賃金よりも多く払われることになってい

るのですけれども、そういうものが出なかった。あ
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るいは、残業代がそもそも出なかった。それから、

シフトが当初の話と違ったという苦情がたくさんあ

ります。あるいは、合意した仕事以外のことをさせ

られたなど、これ以外にもたくさんの項目が出てお

りますが、主立ったものはこういうものがありまし

た。

　　　　（厚生労働省　ＨＰより）

４�　労働条件に関するトラブル（アンケート項目の

中から該当するもの全て回答）

　�　対象者1,000人が経験したアルバイト延べ1,961

件のうち 48.2%（人ベースでは 60.5%）で何らか

の労働条件上のトラブルがあったとしている。

 〈労働基準関係法令違反のおそれがあるもの〉

　・準備や片付けの時間に賃金が支払われなかった

13.6%

　・�１日に労働時間が６時間を超えても休憩時間が

なかった� 8.8%

　・実際に働いた時間の管理がされていない

　 �（例えばタイムカードに打刻した後に働かされた

など）� 7.6%

　・�時間外労働や休日労働、深夜労働について、割

増賃金が支払われなかった� 5.4%

　・賃金が支払われなかった（残業分）� 5.3%

 〈その他労使間のトラブルと考えられるもの〉

　・採用時に合意した以上のシフトを入れられた

　� 14.8%

　・一方的に急なシフト変更を命じられた� 14.6%

　・採用時に合意した仕事以外の仕事をさせられた

13.4%

　・一方的にシフトを削られた� 11.8%

　・給与明細書がもらえなかった� 8.3%

　学業に支障が出たかということについては、特に

シフトの変更の問題が大きく影響しています。それ

から、試験期間に休むという問題です。当たり前の

ことですが、これがなかなか難しい。授業に出られ

なくなった。これはシフトの問題とその影響です。

先ほども学生さんからお話がありましたが、あまり

にもきつくて過労になって体調を崩した、健康を害

した。深夜のアルバイトで睡眠不足になって、朝起

きられないということもあります。深夜のアルバイ

トなどは特に車で通ったりすると、交通事故を起こ

してしまうという危険もありますね。そういった問

題も注意していただきたいと思います。

　そして、いろいろ困ったときに、どこに相談した

かということですが、お友達や家族はありますが、

行政機関などの専門窓口に相談というのがほとんど

ありません。学校に相談すればある程度、正確なア

ドバイスをいただけるかもしれませんが、的確な専

門的知識を持っていない所に相談してもなかなか解

決しないこともたくさんあります。その点がこのア

ンケートでも問題点として浮き彫りになっているわ

けです。言うまでもなく、アルバイトも労働法が適

用されます。憲法 27条に基づいてさまざまな労働

法が決められているわけですが、わかりやすい例か

らお話しましょう。これはおそらく皆さんご存じだ

と思いますが、「６時間を超えたら 45分間の休憩、

８時間を超えたら１時間の休憩を取る」これが大原

則ですが、この原則が守られていないアルバイトが

多いということがあります。因みに、この厚労省

のアンケート結果を見ますと、「６時間を超えたら

45分以上の休憩がとれる」ことを知っていた人は

56.5％です。44％ぐらいの人は知らない、法律を知

らなかったということです。それでも、この原則は、

アルバイトの問題でさまざまなトラブルがある中で

は、比較的まだ知られている知識の１つですね。

　次に、先ほど学生さんの事例にもありましたよう

に退職の問題があります。今のアルバイト先はとて

も疲れる、残業が多いので辞めたいと言ったら、「だ

めだ」と言われた。アルバイト期間を特に決めてい

ないところで、辞めたいと言った場合、どうなるの

かということです。法律上は、いつでも自由に辞め

られます。特に合理的な理由も一切必要ない。ただ

「辞めたい」というだけで辞められます。上司の承

諾の必要もありません。２週間以上経つと、自動的

出 典
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に退職したということになりますので、先ほどの学

生さんの事例にあった「最低２カ月は働いてくれ」

とか、「あと１カ月は」と言われても法律上は通用

しません。アルバイトは自由に辞める権利があるこ

とが、大変重要な原則です。

　ただ、契約期間がある場合で、アルバイトで３カ

月間、何月から何月までという期間が決まっていた。

こういうアルバイトではどうなのでしょうかという

質問を受けることがあります。こういう場合でも、

やむを得ない事情があれば構いません。３カ月の約

束だったけれども、話と違って残業が多い、こうい

うことでしたらそれはやむを得ない事情があります

ので、当然、辞めることができます。

　次に、シフト変更をどのように考えればいいのか

という例で、「アルバイトを始めるときの約束では、

シフト変更はしないとなっていましたが、実際には

何度もシフトの変更を迫られて困っています。断る

ことはできませんか」という質問です。これはもと

もと初めの段階で労働条件を明示しないといけませ

んから、「あなたは何時から何時までです」という

条件を明示しているわけです。その条件に反するよ

うなことは断ればいいわけです。このシフトでもア

ルバイトをやってもいいというのだったら、もちろ

んやってもいいですけれども。当初の段階でどうい

う約束だったかということに遡って、それに反する

ようなシフト変更には応じないということでいいわ

けです。

　それから、アルバイト中に火傷やケガをする場合

があります。そうすると治療費がかかります。皆さ

んの場合は、恐らくお父さんやお母さんの健康保険

を使って治療費を払うわけですが、健康保険だから

といっても自己負担分が必ずあります。本来は、仕

事中のケガの場合は、このような自己負担分は必要

ありません。仕事でケガをしたわけですから、全て

労働災害として、保険という意味では政府が管轄し

ている労災保険で全額治療費が払われることになり

ます。労災保険で支払われる前に、企業、雇い主が

全額払っても構いません。いずれにしても、皆さん

が病院に行ってお金を出す必要はないのです。これ

は大切です。アルバイトの場合、多少ミスをしてケ

ガをすることもあるわけでしょう。多少のミスは一

切関係ありません。多少のミスをしたからといって

も、ケガの治療費は全額、皆さんが保険からもらう

ことができるという仕組みになっております。

　賃金の問題は大きな問題ですが、支払われない場

合はどこに相談すればよいか。これは賃金だけでは

ありません。職場の違法な行為を取り締まる機関と

しては、労働基準監督署があります。立教大学から

一番近いところでは、池袋労働基準監督署がありま

す。ここから歩いて 10～ 15分ぐらいでしょうか。

「署」とあるのは、非常に強力な権限を持っている

ところです。警察署は市民を守る。税務署は税金を

きちんと払わない企業や人に対してお金を取り立て

る。消防署は、火事、災害の救助をする。国の機関

の中で最後に「署」がつくところは、大変重要な権

限を持っているところです。東京には、労働基準監

督署が 18カ所あります。ネットを見ればすぐわか

りますので、勤務先に近い労働基準監督署に相談す

ることが大切です。労働基準監督署は、悪質な企業

に対しては警察と同じように刑事責任を追及して、

検察庁に送検することもできます。そういう意味で

は、強い権限を持っています。

　因みに、厚労省がこのアンケート結果を発表した

際の文章を読むとこのように書いてあります。学生

アルバイトの方がいつでも相談できるようにさまざ

まなメール相談の窓口をきちんと置くということ。

法律違反の申告や相談があった場合には、労働基準

監督署が優先的に監督指導する。いわゆるブラック

バイト、学生アルバイトの問題についてのアンケー

トの発表と同時に、厚労省が全国の都道府県に対し

て指示を出しまして、取り組もうということになっ

ています。私は昨日たまたま東京の労働基準局長や

担当者と会う機会がありましたが、とにかく学生ア

ルバイトの問題については、監督署や厚生労働省が

きちんと取り組まなければいけないということで、

遅まきながらではありますが、開始したところです。
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今後、こういう力を活用することが大切です。普通、

泥棒に遭ったら警察署に行くでしょう。それと同じ

ことです。その点を強調しておきたいと思います。

　もう１つ大事な問題として、最近アルバイト学生

が労働組合をつくったというニュースがありまし

た。ユニオンを結成したという報道は、私は大変重

要だと思います。この点で、アルバイト学生が労働

組合に加入したらどうなるのかについて説明したい

と思います。ご存じのように、憲法には団結権が保

障されています。これは、労働者一人一人は弱い立

場なので、まとまって交渉する権利があるというこ

とを決めているわけです。交渉する権利があるとい

うのは、我々は日常的に、例えば、友人や知り合いに、

「私はあなたと話をしたいので会ってください」と

言っても、「いや、嫌です」と言われたら、無理に

会うことはできません。あるいは、デートを申し込

んで、嫌ですと言われたのに、「それでも会ってくれ」

と無理強いしたらストーカー行為になる可能性があ

ります。ところが、職場のことで、アルバイトや従

業員がその責任者に対して「話し合いたい」と言っ

たら、断ってはいけないのです。断るほうが憲法違

反になります。これは大変重要な権利です。団体交

渉権。労働組合をつくって、労働条件について話し

合う権利があるということは、申し込まれたら使用

者側は必ずそれに応じなければいけない。また、労

働組合は、今は個人加入制の労働組合が増えていま

すから、労働組合の人がまわりにいなくても、自分

で探して一人でも労働組合に入って、そういう人た

ちと一緒に交渉することもできます。労働組合と労

働基準監督署。この２つをぜひ活用してもらいたい

と思います。

　そして、弁護士などの専門家も利用する、活用す

ることもあっていいと思います。こういう問題は友

達や家族などの知り合いで話し合っても、方向性が

出にくい問題です。この点はぜひ強調しておきたい

と思います。

　それと、少し補足をしておきたい点ですが、先ほ

ど言いましたように、休憩時間のことについては、

56％の人が法律のことを知っているというのがあ

りましたが、知らない、知っている人が少ない事柄

にこういうものがあります。アルバイト代を事業主

が一方的に引き下げることはできない。これは労働

条件の不利益変更といいます。勝手に、「景気が悪

いので、今月は売り上げが少ないから、きみの給料

はカットさせてもらう、少なくしてくれ」、こうい

うことはやってはいけません。これを知っているの

が 24.8％だということです。何か理由をつけられて

給料を下げられたりすることが随分行われていると

いうことです。

　それから、何かミスをしたときに、とにかく給料

を減らされる。こういうことについても、原則とし

てはできません。ミスといっても、例えば、その人

がお金を横領した、など何か故意に非常に悪いこと

をしたなら別ですが、そういうこと以外に、簡単に

アルバイト料を減らすことはできません。世の中で

仕事をしていて、ミスは日常茶飯事に起こるわけで

しょう。例えば、コピー機を使ってコピーのとり方

を間違ったから、「そのコピー代１枚分をきみの給

料から差し引くよ」、こんなことをやっている会社

はありません。ところが、アルバイトの場合はその

ようなことをやられたりするわけです。基本的な考

え方は、悪意で損害を与えた、それに近いようなこ

とについては、損害賠償をしなければいけないこと

も生じますが、何かミスをしたからといって給料を

当然のように下げられる、こんなことは認められな

いわけです。そういう考え方を知っているという人

は 22％ということです。まだまだこのワークルー

ルについての知識の普及が遅れていると思います。

もちろん高校生と大学生では少し違うと思います

が、ぜひ大学生の諸君は大いに労働法を勉強して、

自分の権利を正確に知ってもらいたいと思います。

【第２部　過労死問題─就職活動をする上での
留意点など─】
　次に就職活動を開始するに当たって、過労死問題

について話をしたいと思います。ちょうど今、過労
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死をなくすための特別月間で、法律で決められた月

間です。昨日も東京でこの問題の集会を行いました

が、400人ぐらい集まりましたでしょうか。大学生

の皆さんがこれから就職をしていくに当たって、私

はとにかく働き過ぎて命にかかわるような職場には

入らないようにということを訴え続けています。幾

つか事例を説明したいと思います。

［事例１　広告代理店］

【ＮＨＫニュース　2000年 3月 24日】

　大手広告会社の社員が自殺したのは、過労が原因

だと遺族が訴えた裁判で、最高裁判所は今日、亡く

なった社員は残業が続いて健康が悪化していたの

に、会社は仕事を減らさなかったと述べ、いわゆる

過労自殺についての会社の責任を最高裁として初め

て認める判決を言い渡しました。

　この裁判は、平成３年大手広告会社電通の社員で

24歳だった大嶋一郎さんが自殺したことについて、

両親が「仕事による過労のせいだ」と訴えて会社に

損害賠償を求めたものです。判決で、河合伸一裁判

長は、「会社は社員が仕事の疲れや心理的な負担に

よって心身の健康を損なわないようにする義務があ

る」としました。その上で、「大嶋さんは最後の２

カ月には、合わせて 14回も徹夜するなど、心身と

も疲労困憊し自殺した。上司は残業が続いて大嶋さ

んの健康が悪化していたのを知っていたのに負担を

減らさなかった」と述べて、過労自殺を防げなかっ

た会社の責任を最高裁として初めて認めました。そ

して、損害賠償の額を減らした二審判決を取り消し

て、審議を東京高等裁判所に差し戻しました。

　今日の判決や両親の話をもとに、大嶋さんが亡く

なるまでどのような仕事が続いていたのか、まとめ

ました。

　大嶋一郎さんは、大学を卒業した後、平成２年に

電通に入社しました。本社のラジオ局に配属され、

多くのスポンサーを担当してイベントの企画などを

手がけました。両親は、大島さんの勤務の実態を表

にまとめました。３日に一度は朝の６時までという

異常な勤務をしていた時期もあります。大島さんは

部屋に目覚まし時計を３つ置いて、親に起こしてほ

しいと頼んでいたということです。

――父親　私が、早朝散歩で５時か６時に出てくる

と帰ってくるんですね。それで、「今帰ってきたんだ」

というものの、「どんなことがあってもたたき起こ

してくれ」ともう泣くように彼はそれを言うんです

ね。このままね、もう起こさずに寝かしていておき

たいなあ、すごく何か。

　父親が休暇をとるように勧めても、代わりの人が

いないと言って休もうとしませんでした。入社２年

目になると、家に帰らなかったり、朝帰宅して１時

間ぐらいで出かける日も続いたということです。

　亡くなる直前、「最近何をしてよいのかわからな

い」と友人に打ち明けていた大嶋さんは、長野県で

のイベントの仕事が終わった翌朝、自宅で命を絶ち

ました。亡くなった後、両親が見つけた大島さん

の学生時代の日記です。「たった一度の人生だから、

精いっぱい楽しく生きたい」と将来への希望を記し

ていました。

○川人　これは、今から 15年前で 2000 年の最高

裁判決です。労働法の勉強をするときは、重要な判

例として勉強する機会があると思います。まずこれ

を冒頭に紹介したのは、大手広告代理店、電通です

が、人気企業です。就職の人気企業ランキングのい

つも上位に位置する企業ですね。そういう企業にお

いても、こういう問題が起こっていることを、ぜひ

知っていただきたいということで、紹介しました。

この事件の悪質さは、次のようなところにもありま

す。まず、前提として、会社は心身の健康を損なわ

ないように注意する義務があるという会社の義務を

定めて、それで、徹夜などを繰り返させた会社に責

任があるという法律上の判断をしたわけですね。

　　　　2000 年 3月 24 日　電通事件（最高裁判

決から）

使用者は、その雇用する労働者に従事させる業

出 典
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務を定めてこれを管理するに際し、業務の遂行

に伴う疲労や心理的負荷等が過度に蓄積して労

働者の心身の健康を損なうことがないよう注意

する義務を負うと解するのが相当であり、使用

者に代わって労働者に対し業務上の指揮監督を

行う権限を有する者は、使用者の右注意義務の

内容に従って、その権限を行使すべきである。

　この事件は、もう１つは、いわゆるハラスメント、

もっと言うと、アルコールハラスメント、酒ハラと

も言われますが、それがあったわけです。亡くなっ

た一郎君は、お酒の席で上司から靴の中に、靴とい

うのは革靴ですよ。革靴の中にビールを注がれて、

「飲め」と言われて飲んだ。それから靴のかかと部

分でたたかれた。何人も人のいる前でやられていた

ということです。彼が自殺をして亡くなったときに、

電通で働いている人たちから、このことについてお

父さん、お母さんのところに匿名で連絡がありまし

た。そのようなお話を聞いて、ご両親も自分の息子

が非常に疲れていたこともあるけれども、こんなひ

どいこともあったのかということで、電通の社長に

直筆で手紙を送りました。ところが、待てども待て

ども何の返事もない。そのうちに、大嶋君が恋人に

振られて、それが死の原因のようだ、という噂がど

こからか流れ始めることがあって、やむを得ず、お

父さんは裁判の決意をして、東京地裁判決で「会社

が社員の健康に配慮する義務を怠った」と判断され、

最終的に先ほどの冒頭の最高裁の判決が出たわけで

す。

　　　　「 電 通 自 殺 訴 訟　 東 京 地 裁 判 決

（1996.3.28）の一部抜粋」

一郎は、酒を嗜まない方であったが、スポン

サーとなる会社や、営業局との間で酒の席が設

けられることも多く、また、一月に一度は、班

の飲み会があり、酒を無理強いされて醜態を演

じたこともあった。また、酒の席で、訴外Ｓか

ら靴の中にビールを注がれて飲むように求めら

れ、これに応じて飲んだことや、同人から靴の

踵部分で叩かれたことがあった。平成二年一〇

月ころの時点では、ラジオ局員の中には、他の

部署に移りたいと希望する者が多かった。

　これから就職する皆さん、アルコールが介在した

ハラスメントは非常に深刻だと私は思っています。

もちろん暴力もあります。つい最近、私が相談を受

けたのは、会社では歓送迎会といって、新入社員が

入ったり、転勤が行われたりしたら、宴会が行われ

ますよね。どこの職場でもありますが、残念ながら、

イッキ飲みを繰り返して行うような慣習が職場に今

も結構あります。その中で、最近ある若いサラリー

マンが、繰り返しイッキ飲みをさせられて、そのま

ま意識不明の状況になって、アルコール中毒で亡く

なったという事件がありました。大学のサークル内

でアルコールで亡くなったということでは、東京大

学でテニスサークルの学生が亡くなったということ

で、今裁判になっていますね。さらには、熊本大学

でもありました。大学の中では、飲酒の問題は注意

するように、大学当局も呼びかけていると思います。

しかし、日本の会社はほとんどそんな呼びかけはし

ていないです。とにかくパワハラやセクハラという

のは、こういう宴席で行われることが多い。

　女性について言うと、例えばこういう相談があり

ました。４月の一番初めの新人歓迎会のときに、会

社の部長など偉い人がたくさん来た。その部長が、

写真付きの携帯を新人の女性社員の胸の前に持って

いって、胸の写真を撮って回った。まわりは止めな

いし、新入社員の人は唖然として声も出なくて、精

神的にショックを受けてしまうわけです。その後、

体調を崩して、とうとう亡くなるという状況になっ

たということもあります。

　パワハラやセクハラは酒の席から始まるという

か、宴席で行われるさまざまな違法、理不尽なこと

があることを、特に今の日本の企業の中ではそうい

うものが根強く残っていることを認識したほうがい

いですね。大企業でもそうです。これは新入社員が

出 典
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入ったら４月にあることですから、強調しておきま

す。

　先ほどの靴の中にビールを注いで飲むように求め

た話は、私が最高裁で弁論する機会がありまして、

追及しました。会社側が、「当時流行っていたイッ

キ飲みのような余興だった」という弁解をし、傍聴

席から失笑が出たことを今でもよく覚えています。

こんなことは繰り返してはならないと思います。お

そらく電通でも、こんなことは、今はもう改善され

ていると思います。

［事例２　エレベーター保守管理］

　次にエレベーターの保守管理の人の話です。これ

は高卒の方の事案ですが、どういう意味で皆さんに

強調したいかというと、求人票のことです。今では、

直接求人票を見てという就職活動は少ないかもしれ

ませんが、求人票が高校、大学に回ってくることも

結構あります。例えば、会社は、残業は 20時間ぐ

らいだという求人票を出すわけです。ところが、実

際、100時間を優に超える残業ということで、週の

休みも１回ぐらいで、一昨年の４月に亡くなったと

いう事案があります。これは労基署によって労災で

あると認定されていますが、彼が卒業した高校をご

遺族と一緒に訪問しました。副校長さんが対応して

くださいましたが、その高校で求人票を示して、そ

の会社に入ったこの高校の卒業生が今回労災で亡く

なりましたとご説明しました。ぜひ学校の先生方も

こういう事実があったことを知って、繰り返されな

いような方法を考えていただきたいということで、

実は高校１年生、２年生を全員、講堂に集めて、２

時間ぐらい講演する機会をいただきました。その際

に、今日のブラックバイトのような話も含めて話し

た記憶があります。

［事例３　加工食品の卸売販売］

　大卒の人についてもよく似た話があります。簡単

に紹介しますが、残業が月に 15時間ぐらいだとい

うことでしたが、栃木県の大学で在学中にこの求人

票を見て働いたけれども、入社した途端に 100 時

間を超える残業が続いたということです。最終的に、

裁判所で結論が出たことですが、新入社員が残業

100時間で、とてもきつい負担で亡くなったという

ことで、これは労災であるということを裁判所が認

定しています。

［事例４　金融機関総合職］

　女性の話も幾つかしたいと思います。立教大学も

女子学生が多い大学の１つだと思います。金融機関・

総合職の女性についてのこの事件は、私の知り合い

が都内の、東京六大学に所属しているある私立大学

の教員をされていて、その教員の同僚である教員の

ゼミ生が、卒業後数年して亡くなったという事件で

す。そのことで私は頼まれて調査をしました。金融

機関で、睡眠時間が４時間ぐらいしかとれない日々

が続いて、26歳の若さで亡くなっています。亡く

なる直前に手帳に書かれたメモで、「朝早くから夜

遅くまで会社に行って行動を管理され、周囲から厳

しいことを言われる状況の中で、それに対して自分

がなくなってしまいました」。一番上にこういうふ

うに書いてあるわけですね。「自分がどんな人間で

何を考え、何を表現すればいいのかわかりません。

もう少し強い自分でありたかったです。支店長に見

切られたようです。『嘘つき、おまえが嫌いだ』と

も言われました」。途中で文章が切れてしまってい

ますが、こういうメモを残して会社の隣のビルから

投身自殺をして亡くなりました。「朝早くから夜遅

くまで管理され」と書いてあり、労働記録は勤務開

始時間が９時となっていますが、実際は朝８時から

朝礼があるわけです。ですから、みんな８時までに

は出勤しなければならない。終了は 22時になって

いますが、実際は、ほとんど終電、23時半から 24

時ぐらいまで働いている。おかしいですよね。一番

おかしいのは、月末はなぜかみんな 17時 20 分に

退社したように書いてある。このようなことをしな

ければいけないのは、会社の中では 36協定という

残業協定が結ばれているからです。その基準に違反

するような残業をさせてはいけないことになってい

ますので、つじつま合わせのために、書類上、月末

は全部定時退社に変えてあるということです。
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　痛ましい事件の話ばかりで恐縮ですが、「お父さ

ん、お母さんへ」という同じ手帳の中に書かれてい

た文章ですが、「頑張ったけれどもやり抜くことが

できません。頭に常にもやもやがかかったような状

況になり、文章を書けなくなりました。言葉がうま

く話せません。相手の話していることがわかりませ

ん。非常につらいです。こうなってしまったのは、

うまく文章になるかわかりませんが」ということで

幾つか書いてあります。「最後にこうなってしまっ

たこと、そしてお父さんやお母さんより先に逝って

しまうことをどうか許してください。最後に自分勝

手でごめんなさい」。また、「私は辞める勇気があり

ません。辞めようとしても怖くて辞めることができ

ません」ということが最後にあります。自死に至る

方について、自殺するぐらいだったらどうして会社

を辞めなかったんだというのは、必ず出る質問であ

り、意見ですね。ところが、辞めようと思ってもな

ぜ辞められないかという話は、この人の場合につい

て言えば、一番大きな理由は、やはりうつ病という

精神疾患の持つ怖さですね。完全に病気の状況に

なってしまうと、視野狭窄が生じて、本当であれば

選択肢は幾つかあるんだけれども、もう自分にとっ

ては、自分が命を絶つという道しかないと精神的に

追い詰められていく。これが精神医学者の分析、意

見なわけです。それとあわせて、「辞めようとして

も辞める勇気が出ません」というのは、辞めたいと

言ったときに怒鳴られたり、怒られたりする。それ

がもう大変怖いんです。病気になるととりわけ怖い。

その瞬間を恐れて言い出せないという問題も出てき

ます。

　私は常々言うのですが、病気になってしまってか

らでは遅い。だから、辞めよう、あるいは何か行動

を起こそうというのは、このままではまずいなと思

い始めた初期の段階です。早い段階で行動を起こさ

ないと、重度の病気になってしまってからでは、非

常に解決が困難になります。周囲のアドバイスも困

難になるし、専門家が関与しても難しい問題がある

と申し上げておきたいと思います。

［事例５　アパレル会社］

　痛ましい事件ばかりで恐縮です。アパレルメー

カーの事例でこの会社もひどいですね。首都圏にあ

る大学を卒業した女性が、会社に入って 1年未満で

亡くなりました。４月に入社して、９月からもう店

長になり、10月に亡くなりましたが、メールなど

も幾つか残っています。自分が店長になってからス

タッフが３人辞めてしまって、大変だということで

す。「早く健康な新人さんが来てくれなければ」と。

「売り上げを上げるために、予算にいっていなかっ

たら帰らない」。ショッピングモールでアパレル企

業の店舗を持っていたわけですが、売り上げが伸び

ないと帰るに帰れないということです。とうとう自

分で自分の店の品物を買って数字を合わせていた。

上からは、「何度も言いますが、予算を達成してく

ださい。毎回毎回言われて悔しくないんですか。執

念、必ず予算達成」。皆さん、会社に入って１年目

にこういうものが来るんですよ。大学で少々、「宿

題をきちんとして」とか「勉強をやれ」というレベ

ルではないのです。そういうレベルとはまた一段超

えた、ある意味では非人間的なプレッシャーという

ものがかかります。

　先ほど言いましたように、長時間労働と同時にこ

の間の１年の特徴は、とにかく職場でのパワハラが

後を絶たない。それによって病気になったり、ある

いは、亡くなる人が後を絶たないということがあり

ます。

［事例６　製薬会社］

【ＮＨＫニュース　2007年 10月 15日】

　上司の暴言が原因で社員が自殺した。亡くなった

社員の遺族が訴えていた裁判で、東京地方裁判所は

今日、労災と認める判決を言い渡しました。

　「存在が目障りだ」、「給料泥棒」。４年前に 35歳

で自殺した男性社員が残した遺書に書いてあった上

司の発言です。男性は、遺書の中で係長だった上司

に度々罵られ、暴言を浴びせられたことを示してい

ます。「いるだけでみんなが迷惑している。お願い

だから消えてくれ」、「車のガソリン代がもったいな
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い」、「どこへ飛ばされようが、仕事をしないやつだ

と言いふらす」。男性は、「見返してやると思った」

と書いていますが、最後には「気力がなくなり、ど

うにもなりませんでした」と死を決意した心情を

綴っています。男性は、東京中央区に本社のあった

製薬会社、日研化学に勤務。裁判では、男性の妻が、

労災と認めるよう訴えていました。そして、今日の

判決。裁判長は、「上司は男性の仕事ぶりだけでなく、

存在までを否定するような発言を繰り返していた。

上司の叱責は精神に障害を来すほど激しく、仕事以

外のストレスが自殺の原因とは認められない」と指

摘し、労災と認めました。

○川人　職場で命と健康を守り、生き生きと働くこ

とができるようにするためには何が大切かというこ

とを、これから何点か申し上げたいと思います。ま

ず、皆さんの就職の際の会社選択の視点の問題につ

いて、今日はこのことをとりわけ言いたかったので

すが、「大企業はクリーンで、ブラック企業は中小

企業の問題だ」という誤った理解がある。私は、今

年の４月か５月に、ある大学で学生さんに話をする

機会がありましたが、質問や議論を聞いていると、

ブラック企業のようなところに行かないためにも、

とにかく就活を頑張って名の通った大企業に行こう

という趣旨の感想や意見が結構ありました。私自身

は、こういう労災問題を 40年近くやっていますけ

れども、大企業、中小企業という区別は全然関係あ

りません。ブラックな面という言い方が適切かどう

かわかりませんが、働く人の健康を害したり、働く

人の権利が損なわれるようなこと、こういう問題は

中小企業であろうと、大企業であろうと、起こって

います。ただ、大企業のほうは、圧倒的なコマーシャ

ルの力がありますので、宣伝も上手です。中小企業

に比べれば、よりクリーンで働きやすい職場に見え

るだけだと思います。それは一種の幻想だと思いま

す。力があればあるほど、逆に言えば、隠す力もす

ごいわけです。名もない中小企業でしたら、テレビ

のニュース番組で放映されますが、例えば、民放で

たくさんコマーシャルを流しているような会社は、

民放にとってはお得意様ですから、大企業の問題を

指摘するような報道はほとんど行われないですね。

NHKなどではまだ一部行われますが。就職選択に

あたっては、大企業や中小企業、どちらにもいいと

ころもあれば、悪いところもある。いい企業もあれ

ば、悪い企業もある。そういうことで会社選択の視

点をぜひ持っていただきたいと思います。

　先ほどから申し上げていますように、学生に人気

のある大企業で多数の違法行為が発生しています。

残念ながら過労死も発生しています。ここが難しい

のですが、企業側の説明だけでなく、さまざまな情

報を収集して職場の事情をできるだけ知るというこ

とが大事だと思います。それは、もちろんさまざま

な書籍で会社の実名も挙げてさまざまな問題点を指

摘しているものもあれば、最近はインターネットで

さまざまな情報が入ることもあります。いい情報は

いい情報で聞いていただくのは大切なことです。会

社の説明も、嘘ばかり言っているわけではないので

すから、貴重な情報はきちんと説明会や会社の広報

で知ってもらえばいいと思いますが、負の側面、ネ

ガティブな側面についても、意識的に過不足なく情

報収集する努力をしてほしいと思います。私たち弁

護士は、そのようなことを伝えることが重要な職責

といいますか、伝える責任があると思って、私は今

日もこういう場に来ているわけです。

　健康の問題について言えば、これは対策を講ずる

のが遅くなってはだめですね。４月に入社して、４

月、５月、６月、７月、８月、９月と、この頃に病

気になったり、命まで落としている方が相当数い

らっしゃいます。残念ながら、日本の場合はその数

字は公表できません。なぜ公表できないのか、企業

がそういうアンケートを拒絶するからなのですが、

私どもが日常的な相談を行っている中では、１年目

に病気になる、あるいは、命まで失うというケース

が相当数ある。そして、１年目、２年目の病気がこ

じれて悪化した場合に、それが精神疾患なら、一生、

それが続いてしまうことにもなります。精神疾患に
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関して言えば、遺伝だなどという問題ではありま

せん。今は普通のサラリーマン、普通のOLがうつ

病になる時代ですから、自分は関係ないと、決して

考えてはいけない、侮ってはいけないことです。長

時間労働にならない、自分なりの労働スタイルをど

のように作るか。どんな職場に入っても無理な残業

攻勢にはノーと言えるような自分の姿勢をどう作る

か、今から考えてほしいと思います。病気になって、

そこから対策を始めるのでは、非常に遅いというこ

とを強調したいと思います。その一歩手前、二歩手

前の段階で、「疲れたな、このままではまずいよな」

というところで、対策を講じなければならないとい

うことを申し上げておきたい。

　友人や家族との交流についてですが、企業の組織

の中にずっとおりますと、自分自身が不健康になっ

ても自覚できないこともあります。そういう場合に

は、やはり日常的に友人や家族との交流があり、そ

の中で、「おまえはこのごろ顔色が悪いよ」などと

言われることによって自分を自覚するような日常的

なスタイルが大事ですね。大学時代や高校時代の友

人たちは、利害関係のない仲間、人間関係ですね。

会社の中に入ると、人と人との関係は、利害関係が

主になります。部下と上司、取引先と自分という関

係。学生時代までの友人関係は、そういう意味では

利害関係のない友人関係で、それを大切にしていく

ことは、企業に入っても必要だと思います。

　そして、先ほどから繰り返し言っておりますが、

ワークルールを大いに勉強してもらいたい。この知

識が自分の身を助けることになる。ワークルール、

労働法の知識が現在の企業社会においては個人を助

ける力になると考えております。それから、専門家

等も、必要であれば大いに活用する。ユニオンにつ

いてもぜひ勉強してもらいたいと思います。

　先ほど言いましたけれども、過労死防止法という

法律が昨年できました。これは、超党派で全ての政

党が賛成してできました。反対ゼロです。過労死を

防止するのは国の責務である、責任であるというこ

とをこの法律で決めたわけです。なぜこういう法律

が、今の対立国会の中で成立したかというと、日本

で過労死が発生して何十年か経ち、毎年毎年、遺族

が発生するわけです。そういう人たちが繰り返し社

会に訴え、そしてこの３年間ぐらい毎日のように国

会に行って、全ての国会議員に訴えて、こういうこ

とがあってはいけないということでアピールして、

与党から野党まで全ての議員が賛成して、過労死を

防止するための方策を国として行うことを決めたの

です。多くの署名や地方議会の決議などもありまし

た。これに基づいて、国家としてのさまざまな啓発

活動や調査分析活動なども行っています。これから

は「過労死防止白書」が毎年、国会に提出されて、

日本の過労の実態などについても報告されることに

なります。これらの詳しい内容が閣議で決定されま

したので、これらを活用して職場で過労死をなくす

ための状況をつくりたい。そのような活動をご遺族

などとともにやっているわけです。

　先ほど言いましたように、長時間労働と合わせて

パワーハラスメントの予防解決もきちんとしなけれ

ばならないということで、国として方向を出して、

労働基準局なども厚生労働省の予算をとって、この

ためのさまざまな啓発を企業などに対して行うよう

になっています。また、取引先などが無理を言うた

めに長時間労働になるという日本の社会構造につい

ても、考え直していく必要があるということで、特

に大きな仕事を発注する、仕事を注文する側にこの

過労死の問題について訴えていく。そういう中で状

況を変えていこうという議論も行われ、閣議でも決

められています。

　私の話のまとめは、こういうことです。人間は、

人生を楽しく充実するために仕事をする。にもかか

わらず、仕事のせいで健康を害したり、命を失うこ

とはあってはならない。若い皆さん方がワークルー

ルを理解して、健康で生き生きと仕事をすることを

心から願っています。

＜質疑応答＞
○司会　川人先生、どうもありがとうございました。
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質疑応答に入る前に、お知らせがあります。ご講演

の中にもありましたが、こういう問題が起きたとき

にどこに相談したらいいのかということで、労基署

をご提示いただきました。労基署は、行政的な力を

持つ部署で、非常に重要なところではあるのですが、

少し敷居が高い、相談していい事項なのかよくわか

らないときのために、立教大学では法務研究科で

リーガルクリニックという窓口を置いて法律相談を

受けております。法務研究科のリーガルクリニック

としても、このような問題で気軽に相談してほしい

ということでしたので、学生の皆さん、ぜひ心にと

めておいてください。また、人権・ハラスメント対

策センターでは、法律的な相談に応じたり、実際に

解決に動くということは難しいかもしれないのです

が、例えば、上司との付き合い方であるといった人

間関係や心理的な悩みですね。そのような相談につ

いては経験豊富な相談員が対応しておりますので、

センターの窓口を訪れてみてください。

　

○質問者１　ブラックバイトユニオンの話が出てき

ましたが、日本の労働組合と言えば、企業内労働組

合が多い中で、ブラックバイトユニオンは合同労組

です。その中で、ブラックバイトユニオンはアルバ

イトの人たちを主に対象としていて、私の中では、

少し偏見もあるかもしれないのですが、アルバイト

は自由に退職ができるので、実際はそういう内面的

な、人の気持ちによって辞められないということは

あるのだけれども、アルバイトなのだから、辞めて

しまえばその職業とは一切関係ない。だから、次の

アルバイトに行ってしまえばいいのではないかなと

いう気持ちがあります。それなのにブラックバイト

ユニオンを作って団交していく意味。アルバイトを

辞めてしまえばもう団交する必要がなく、相手側の

職場に人手がなくなるという攻撃ができるのではな

いかと私は考えています。これからのブラックアル

バイトユニオンとしての方向性、合同労組、企業内

ではなくて合同労組としての存在価値、これからど

う発展していけば、今後よりよい労働組合の活動が

できるのかというところに疑問を持っています。い

かがでしょうか。

○川人　合同労組のことをわからない人もいると思

いますので、それを説明いたします。日本で考えら

れる労働組合のタイプは、例えば、○○会社労働組

合というように、その企業の中で、管理職を除いた

従業員の人たちが入る労働組合があります。これが

日本の労働組合といわれる中で一番イメージしやす

いタイプです。企業別の労働組合、これが圧倒的多

数です。それらが集まったのが「連合」で、日本の

企業別労働組合を統括した組織です。企業別の労働

組合はどうしても企業の利益を優先しがちで、あま

り企業に対して意見を言わないという不満や批判が

あって、その中で、いわゆる個人加盟制といいます

か、１つの企業の中に１つの組合があるというので

はなくて、さまざまな職場を横断する形で１つの組

合を作ろうということが、戦後ある時期から日本で

も行われるようになったわけです。特徴は、Ａとい

う職場では自分一人であっても、横断的な労働組合

に入って、その労働組合の一員として自分の職場の

中で会社と交渉することができる、団体交渉などの

権利も生まれるということがあります。特に日本

の場合は、労働組合に入っている労働者の組織率

が約 18％です。ですから、８割以上は労働組合に

入っていないわけで、皆さん方がアルバイトとして

行くような職場も労働組合がないところが多いと思

います。そのようなところでは、その企業の中で労

働組合を作るというよりも、自分はこの状況を何と

か改善したいと考えるときに、個人で、企業、職場

を横断しているような労働組合に入って問題を解決

する。そのように、個人加入型の職場横断的な労働

組合が作られるようになってきました。それが今回

は、学生アルバイトという今まではあまり考えられ

なかった分野に特化した労働組合も作られるように

なったというのが最近の動きだと思います。

　ここから先は私の意見になりますが、今日の講演

の中でも、退職する権利がある、退職する自由があ

ることを繰り返し申し上げました。実際に自分の身
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を守るために退職したほうがいいと考えるケースは

多々あるわけです。ただ、もし理想的に言うならば、

退職することによって解決するのではなく、その職

場の環境をもう少しよくして、職場に残れるように

したほうがいいわけです。学生のアルバイトの人た

ちがユニオンを作って、アルバイト先の状況を改善

しようという試みは、退職して個人的に解決するよ

りも、理想として、社会全体としては好ましい方向

ではないかと思うので、もし条件が合えば、全国の

アルバイトをしている皆さんが職場横断的な、ある

いは学校横断的なユニオンを作って、アルバイト条

件を改善するような方向になればいいなと思いま

す。とはいってもなかなか難しいので、自分の身を

守るという点で言えば、退職して解決しなければい

けないケースが多々あるということを否定するもの

ではありません。

○質問者２　私は中小企業の労務管理を担当してい

る者ですが、先生のお話のとおり、大企業や上場企

業だからといって、決してクリーンではない。それ

はぜひ強調していただきたいと思います。私のいる

中小企業のほうがよほどクリーンではないかと思っ

ております。質問ですが、冒頭、学生さんのお話の

中にあった、フランチャイズの件です。フランチャ

イズの経営者が、労働組合を作るという、あれは裁

判ではなく、労働局か、労働委員会か何かの判断で、

大手コンビニチェーンのフランチャイズのオーナー

が団結して、その大もとの会社と団交できることで

認可されたという記事がありました。一方で、先ほ

どのお話の中では、フランチャイズの個人経営者が

アルバイトの方と契約しているわけですね。アルバ

イトの方、その上に経営者としてフランチャイズの

オーナーがいて、さらにその上にフランチャイズの

大もとがある。それは二重構造といいますか。では、

誰が労働者なのですか。アルバイトの方も、大手コ

ンビニチェーンだったらコンビニ本部を相手に団体

交渉できるのかどうか。その法的な可能性について

教えていただければと思います。

○川人　今のお話は、私の理解する範囲では極めて

重要な労働裁判や労働法上の論点になっている分野

だと思います。私も正確に労働委員会でどのような

取り扱いが生まれているのか、あるいは、下級審な

どでどういう裁判例が出ているのか、細かい点まで

わからないのですが、極めて重要な論争点になって

いると認識しております。例えば、先日もフランチャ

イズ店のオーナーが過労で倒れて亡くなったという

相談がありました。そうすると、果たして労災保険

の補償を受けられるかどうかという問題になりまし

て、通常はフランチャイズのオーナーは、経営者だ

から労災の補償は受けられないことになりますが、

実態を見ると、フランチャイズ店のオーナーは、系

列からの指揮命令が強く、裁量範囲が少なくて、あ

る意味では大企業の支店長のような関係と変わらな

いような状況もあるのではないかと思います。そう

考えていくと、オーナーだから、その人が倒れたり

亡くなったりしても、個人責任の問題だけというこ

とで済ますのはおかしいのではないかという論点が

ありまして、弁護団で議論をしているところです。

　もう１つは、今日の学生さんが発表された例のよ

うに、オーナー型のコンビニエンスストアなどで働

いている、アルバイトも含めた労働者の人が、大も

とに対して団体交渉を求める、あるいは、さまざま

な意見を法律的に言う権利があるかどうか、これも

また非常に新しい重要な論点になっていると思いま

す。形式的に言えば、そういうことはできないこと

になります。しかし、実態を考えれば、アルバイト

の人たちの労働条件を規定しているのは誰なのかと

いえば、オーナーが規定しているというよりも、大

もとが労働条件を規定していることも大変多いわけ

です。そういう点でも、フランチャイズ店で働いて

いる人が大もとのコンビニエンスストアにしても、

相手に直接、団体交渉を求めたり、補償請求するこ

とはできないかどうかという問題は、非常に新しい

論点だと思います。

　ご質問については、現時点ではいろいろな分野で

議論されて格闘が始まっているという段階です。形
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式論ではなく、実情に応じて、いかに被害に遭った

人を守っていくかを、現在フランチャイズ制が日本

全体を支配していますので、この新しい仕組みの中

で、知恵を絞って法律上ももっと研究し議論し、裁

判も必要ならやっていきたいというようなことで

す。

○質問者３　過労死問題は、個別の事例を多く聞き

ますが、はっきり認定できないものもたくさんある

と思います。どのくらい起きているか、増えている

か、減っているかという量的な問題について伺いた

いのが１点目の質問です。それから、聞くところに

よると、和製英語で「KAROSHI」という言葉が外

国にも出ていると聞いたことがあるのですが、非常

に日本的な現象なのか、それともほかにもあるのか。

これも噂話で聞いたところですと、過労死なんて聞

いただけでは想像できないような国もあるというこ

とで、国際的な見地から見た日本の状況、あるいは

外国との比較を伺えればと思います。

○川人　重要なご指摘だと思います。日本では過労

死が何件発生していますかという問いに対して、厚

生労働省による政府答弁としては、労災保険の適用

数を言うわけです。その数は、脳心臓疾患で死亡し

た人や自殺で死亡した人が中心になりますが、国が

正式に労災として認めている数は、年間 300件から

400件です。少し広げて、例えば、脳卒中で倒れて

半身不随になり労働不能になった、ひどい場合には

植物状況になって、寝たきりの人もいます。また、

重い精神疾患に陥って働く状況にない、などの非常

に重度の障害まで生じた病気まで含めると、その倍

の 600から 800人ぐらいです。年間 300件から 400

件死亡し、重度の障害者も含めた場合にその倍ぐら

いの数です。やや広めに見て 1,000 名弱ぐらいとい

うのが、日本政府の統計上の公式答弁になるかと思

います。

　労災保険を適用されていない人でも過労死と考え

るべき、考える余地がある人がたくさんいるのでは

ないかというのが、私どもの意見なわけです。具体

的に言うと、自殺に関しての警察の発表では、年間

約 2,300 件が、仕事が原因での自殺とされているわ

けです。自殺者は１年間に約２万 5,000 人ぐらいで

すが、そのうち 2,300 人ぐらいが、勤務問題が原因

で自殺をした。この数字はとても多い数字になって

います。政府が公式に労災認定している自殺者数は、

せいぜい 100 人ぐらいです。警察の分類を尊重す

れば、2,300 人ぐらいが、仕事が影響して自殺をし

ているわけですから、少なくとも政府が公式的に認

めているよりも、相当多い数が政府の別の統計にあ

ると言えると思います。脳卒中、心筋梗塞、他の脳

や心臓疾患などについても、実際には労災の請求を

していないケースがたくさんあります。そのような

ことを考えて、川人個人説として、外国のメディア

等から質問を受けたときに、毎年１万人ぐらいは仕

事の過労やストレスが原因で死亡していると申し上

げています。この数字で大きく間違っていないと思

います。それが私の見解です。

　今回の過労死防止法施行により、様々な調査研究

が始まっていますが、政府の認定しているケース以

外の数値についてもより実態を把握できるように調

査研究をしています。数の問題はそのように考えて

いただきたいと思います。

　それから、海外との関係の問題なのですが、まず

ブラック企業の問題について申し上げます。１カ月

ぐらい前にNHKのBSでブラック企業、ブラック

バイトの特集を放映していました。アメリカ・ロサ

ンジェルスのUCLAに労働センターがありますが、

その教授や研究員が中心となって、カリフォルニア

州の学生アルバイトの実態調査を行いました。それ

に基づいて１時間番組を構成していました。学生が

登場して、とにかくアルバイトをしないと学費を払

えない。しかしながら、アルバイトをしても賃金が

きちんと払われないということで、現在のアメリカ

の学生がいかに苦しんでいるかという内容でした。

カリフォルニア州ではあまりにもひどいということ

で、州の日本の労働局にあたるような機関が人員を

増やして、日本で言ういわゆるブラック企業です
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ね、賃金を払わなかったり、ひどい労働条件を課し

たりする企業を摘発する担当官を増やして、対策を

講じている。それから、学生ボランティアの人たち

が、ブラック企業の職場を回って、「あなたはきち

んと賃金をもらっていますか」、「不当な扱いを受け

ていませんか」、と尋ねて調査を行い、報告書を作り、

州議会に持っていって、ロビー活動をしているとい

う報道もあります。

　また、私は、今年３月に韓国に行きまして、ソウ

ル大学の学生たちと私の担当しているゼミの学生た

ちで交流会をしました。そのときに日本の学生は、

日本の過労死や日本のブラック企業のことを発表し

たのですが、韓国の学生もまた同じような発表をし

ました。彼らの発表を聞いてハッと思ったことは、

タイトルが「パッションペイ」、パッションは情熱、

ペイは支払いですね。こういうことが、韓国の職場

で問題になっている。これは、韓国の職場では若い

人に対して賃金を払わない、残業賃金もまともに払

わないということで、その口実のために何を言って

いるかというと、私たちはきみら若い人のために仕

事に対する情熱、これから将来にわたって働いてい

くための心構え、情熱、そういうものを教育してあ

げているのだ。それはお金を払っていることと一緒

なのだと。要は、若い人が長時間働いても、精神的

に鍛えられるというメリットがあるのだから、残業

代を払わないことでいちいち文句を言うな。こうい

うことを表す言葉として、「パッションペイ」とい

う言葉が韓国では流行語として使われているとソウ

ル大学の学生が発表しました。

　私が思うには、日本のいわゆるブラック企業の問

題は、アメリカや韓国以外の国のことは知りません

が、世界全体の格差社会と言われるようなさまざま

な問題状況の中で生じている１つの、極端にひどい

分野だと思っています。おそらく日本固有の問題で

はなくて、海外での問題などについてももっと研究

して、必要な連携をして、さらにILO（国際労働機関）

などの国際機関に訴えていく、そういうことをして

いくのが大事なのではないかと思っています。

　過労死の問題に関して言いますと、今般、私ども

に海外の取材が来るときの特徴は、ひと昔前とだい

ぶ変わっています。20年ぐらい前は、日本は非常

に珍しい国で、過労死というものが発生している、

と取材に来る。最近の取材は、例えば、自分の国では、

日本と同じようなことが発生しているのだけれど

も、日本ではこれに対してはどういう対策をとって、

どういう法律ができているのかということで、長時

間の過重な労働やハラスメントなどが発生している

中で自国の問題点を示しながら、日本はある意味で

はそういうものの先進国なので、日本ではどういう

対策をこの 10年 20 年取ってきたのですか。こう

いう質問がヨーロッパから来るのです。スウェーデ

ンやイギリスの人からそのような質問があってびっ

くりしました。私は、いろいろな交流を通じて思う

のですが、それでも日本ほどではない。やはり日本

は最大の過労死大国だと思います。それは変わって

いないと思いますが、日本的なものの悪い側面の問

題は、この10年 20年、欧米諸国を含めて随分広がっ

ている。それで、日本に一番近い経済大国である中

国です。ここでは顕著に広がっているのです。20

数年前に、私は外国人特派員のところで記者会見を

したことがあるのですが、そのときに、中国の人民

日報の記者が、「我が国では、怠けている労働者を

いかに働かせるかが課題であるので、過労死の問題

はあまり記事にならない」と言っていました。その

中国で最近何が起こっているかというと、検索をし

ても、過労問題の記事が出てきます。この前、日本

の弁護士資格を持っている中国の方と話をしました

が、中国でも日本でいう過労死、過労自殺の問題が

いろいろなところで起こっていて、死亡の報道が多

くなっていると言っていました。日本ほどではない

にしても、中国の高度成長のもとで非常にストレス

が高じて、上級管理職も、現場の女性工員などの自

殺も起こっています。例えば、ある工場で 10人ぐ

らい連続して飛び込み自殺をしたということが数年

前にありました。残念ながら世界的な現象として広

がりつつあると思います。そういう意味では、その
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根源をどのように絶っていくかは、私は日本国内の

対策も大事だと思っているのですが、ブラック企業

の問題も含めて、ILOや国連など国際的な場でこ

の問題をどのように解決していくかという努力が必

要であると思っています。

� 以上


